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平成２５年度第２回秋田県後期高齢者医療広域連合運営懇話会 

 

会 議 録 

 

 

 

【開催日時】 平成２６年１月１５日（水）午前１０時から午前１１時３５分まで 

 

【場 所】 秋田県市町村会館５階 大会議室 

 

【出席委員】 池村会長、山内委員、氏家委員、金委員、小玉委員、藤原委員、 

鳥海委員、佐藤委員、齊藤委員、鈴木委員、高橋委員 

 

【欠席委員】 尾岸委員、喜藤委員 

 

【広域連合】 鷲谷事務局長、中山事務局次長、門間総務課長、夏井業務課長、 

伊藤会計室長、佐藤総務課長補佐、渡部業務課長補佐、 

小松総務企画班長、浅利資格保険料班長、土舘給付班長、 

猿田総務企画班主査、武藤総務企画班主任 

 

【傍 聴 人】 一般傍聴人、報道関係者なし 

 

【議事概要】 以下のとおり 

 

１ 開  会 

 

２ 事務局長あいさつ 

 

３ 説  明 

(1) 平成２６・２７年度後期高齢者医療保険料率の改定について 

   資料１について業務課長が説明した。 

    

 

（池村会長） ただいまの説明について、委員の皆様からご質問・ご意見等ござい

ましたら、お伺いしたいと思います。 

 

（小玉委員） ２点ほど教えていただきたいのですが、資料１の２ページですが、よ

く説明いただいて理解はできたのですが、保険料額が岩手県に次いで全

国で２番目に低いという状況は分かったのですが、後期高齢者医療費は
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全国でどれくらいなんでしょう。被保険者１人あたりの医療給付費は全

国で見て、レベルはどれくらいなんでしょう。あとで教えていただけれ

ば。 
 

（業務課長） 順番までは把握しておらず、かなり下位の方ですけれども、後でお示

しします。 

 

（小玉委員） もう１点は、最後の説明ですが、剰余金及び財政安定化基金を収入に

算定するという場合、交付金をどの程度収入として算定するのか。すべ

てを収入として算定するのか。 

 

（業務課長） 財政安定化基金というのは、給付費の増とか保険料が収入見込みより

下回った場合とかにも使いますので、全額というわけにはもちろんまい

りません。 

 

（小玉委員） その辺の基金の使い方は理解していますが、どの程度使う予定ですか。

どの程度使うことによって保険料が前年よりも引き下げられる、抑制で

きるのかということなのですか。逆に考えたのですが、保険料を設定し

ておいて足りない部分を剰余金や基金から回そうというアイデアなの

ですか。 

 

（業務課長） この試算では３億円ほど。 

 

（小玉委員） 剰余金が結構ありますが、剰余金をまず出して、その後に足りない分

を出すというアイデアなのですか。それとも両方から均等に出すのです

か。 

 

（業務課長） 最初に剰余金を繰り入れることを考えております。 

 

（小玉委員） 剰余金は今いくらありますか。 

 

（業務課長） 剰余金については、資料の５ページに示してあります。 

１４億７８００万です。 

 

（小玉委員） そうですね。１４億ありますね。そうすると、剰余金だけでも対応で

きるのではないですか。基金というのはいわゆる何かあったとき、例え

ば、インフルエンザが流行ったときとか、流行性のもので急にお金が必

要になったときに備えての基金なのですよね、基本的に。そうしますと、

この説明では、両方使うことになっているけれども、やっぱりスタンス
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としては、剰余金を用いるべきではないかなという気がしますけどね。

いかがですか。 

 

（業務課長） 先ほどご説明しましたとおり、剰余金のみを全部入れた場合、いくら

か保険料率の引き上げになるということで、もう少し安定化基金の交付

を受けて、保険料率の据え置きという案ではどうだろうということで考

えております。 

 

（小玉委員） いま夏井課長がお話しした３億円を拠出するということでは、基本的

にはその３億円を使うことによって、保険料率を抑制できるわけでしょ

う。そうすると、普通に考えると１４億の剰余金があった場合、その剰

余金から３億出して、基金を崩す必要はないわけじゃないですか。 

 

（業務課長補佐） 補足説明させていただきます。今回の試算で、まず剰余金と財政安定

化基金をそれぞれ使うということにしております。 

剰余金を１４億７８００万すべて投入してもまだ上がるという試算

になっております。それが試算結果の②の部分になります。 

１４億７８００万すべて使って、さらに基金から３億を使って、よう

やく据え置き③の試算結果という状況です。 

 

（事務局次長） 先ほどの小玉委員のひとつ目のご質問について補足いたします。本県

の後期高齢者１人あたりの医療費のランクですが、手元の２３年度の分

のまとめによりますと、全国で４１位、ちなみに１位が福岡県、４７位

が岩手県となっており、全国でも下位の部類に属しております。 

 

（池村会長） ２３年度と大きな違いがあったら、また改めてお示しください。 

小玉委員、ご質問のところはよろしいでしょうか。要するに、１４億

つぎ込むわけですね。 

余計な話ですが、再度消費増税があった場合には、料率改定は再度あ

るわけですか。 

 

（業務課長補佐） 次回の国の方で予定されております２７年１０月の消費税増税のこと

ですよね。その際には、基本的には料率の改定は行いません。２年後の

２８年４月のところでの改定で対応するという予定になっております。 

 

（池村会長） よく分かりました。 

       その他委員の皆様方から何かございませんか。 
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（高橋委員） 説明いただきました３ページに、※印で健康づくり訪問指導事業とジ

ェネリックについての△０．０２％算出を提案されていますけれども、

私もそういう形ではマイナスパーセントがどんどん啓発されて増えて

いけばいいなと、ぜひそういう運動展開をお願いしたいと思っています

が、この０．０２％という数字の実効性というか、過去の状況は分かり

ませんが、どういう観測分析でこういうふうなパーセントなのかとか、

あるいは今後はもっと啓発運動をして、次回の見直しには△０．０５％

くらいまで持っていけそうですよと、こういう事業をがんばっていきま

すよというふうな具体的な見通しを合わせた説明があると、もうちょっ

とじゃあ頑張らなきゃいけないなと、あるいは啓発をしてもらいたいな

という気持ちが理解できるのですが。難しいとは思いますけどそこら辺

はどうなのでしょうね。数字の実効性というのは、前回はこのパーセン

トで、こういうところまではきたと事務局では分析していますよという

ふうな状況があれば説明していただきたい。 

  

（池村会長） 事務局の見通しのほどをお願いします。 

  

（業務課長） 健康づくり訪問指導事業の実績と、ジェネリック差額通知事業は今年

度からですので実績見込みで、約０．０２％。髙橋委員のおっしゃるよ

うな０．０５％というのは、ちょっとかなり厳しいのかなと思っており

ますが。 

 

（高橋委員） どういう根拠ですか。０．０２％の努力目標であれば努力目標でもい

いのですが、こういう実績に基づいて、こういうパーセントをがんばっ

てやろうとしているというのがあれば、事業は事業としてそれはあるん

でしょうけど。実際的な数字としてこれだけの件数が重複も含めて見つ

かって、抑えることができたんですよと。 

       前回も説明を聞いたような気がしますが、それが具体の数字として出

るというところがちょっと微妙だなという思いがしたので聞いてみま

した。また事業報告の段階でそういう具体的な、頷ける資料があれば、

次回ご説明いただければと思っています。いずれジェネリック等につい

ては、医師会等との問題はあるにしても、県民としては啓発を進めても

らいたいという思いはあるので、ちょっとお伺いしたところでした。次

回でも結構です。 

 

（業務課長補佐） ０．０２％の効果につきましては、２４年度の訪問指導事業、２５年

度のジェネリックの差額通知事業と柔道整復療養費分医療費通知、それ

ぞれの事業に伴う効果額を見込んでおります。その効果額を全体の医療

費で割ったものを減少率、効果率とみております。資料が手元にないの
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で、後ほど具体的な金額等の数字をお示しいたします。 

 

（池村会長） 委員も算定方法自体は十分承知しておりますので、具体の見通しがど

うなっているのかというものを可能であればお示しください。後日でな

くても、今日この後もありますので。 

 

（鈴木委員） 保険料率は上げる状況にはないということで、試算では③が適当とい

うようなことを考えられていることと理解しておりますが、保険料率引

き上げは適当でないということを詳しく説明していただければありが

たいです。説明の中で、全国的には低位の方にあるということ、全国で

も保険料率は上がらないということなのか、そうすると、あるいはそう

でなければ、また全国との差が開いていくのかという疑問がありまし

て、上げる状況でないといったところをもう少しお話ししていただけれ

ばありがたいです。決して、上げるべきだということではないです。 

 

（業務課長） 今回消費税増税それから被保険者の所得が下がっているという状況

で、市町村との協議の中で上げない、上げるべきでないという意見があ

りまして、その中で事務局としても上げるべきではないのではないかと

いうことです。全国の動向としては、説明しましたが、１．５％の伸び、

秋田県はもっと低いのですが、全国ではもっと医療費が伸びているとい

うことで、他の広域連合としては上げるところもかなりあるという状況

ではあります。 

 

（事務局長） 具体的には、夏井課長が申しあげたとおりでありますが、実は１人あ

たりの医療給付費というのは、手元に数字はありませんが、若干伸びて

おります。それで消費税も上がっている。さらには先ほど説明しました

ように後期高齢の被保険者が負担するべき部分（負担率）が若干上がっ

てきているという、上がる要素があります。ただ、社会情勢を見ますと、

消費税の導入に伴いまして、負担が増えるし、ご承知のとおり、年金が

１％減額されているということを考えて、なおかつ秋田県の経済情勢を

考えますと、それはどうかということであります。 

先ほど資料として、お渡ししました資料１の別紙これは未定稿です 

が、剰余金とかを使わない場合、剰余金だけを使った場合、さらに剰余

金と県の財政安定化基金からの交付をいただいた場合というふうに試

算して、これはあくまでもまだ試算の段階ですが、剰余金を含めますと、

若干の保険料の引き上げで済む。これくらいであれば、財政安定化基金

を交付していただいて引き上げないという方法が可能ではないかとい

うスタンスで今臨んでいるところであります。具体的にいくらかという

のは、まだ試算の状況でありまして、明確にはされておりませんが、ス
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タンスとしては上げなければいけない状況にあるけれども秋田県の状

況を考えると、やはりこれは先ほど夏井課長も申しあげましたが、全県

的にいろいろお話を伺うと、とても上げられない、上げてくれるなとい

う声が非常に多くございまして、そういうことから、何とか上げない方

法がないか、上げるとしても小幅にできないかということで、いろいろ

試算を重ねているところでございます。 

 

（齊藤委員） ひとつ質問です。剰余金のところで、今回全額拠出されるということ

ですが、過去の推移を見ますと、だいたい年間１０億円以上剰余金が毎

年あるようですが、今回これを全部使っても、次年度以降もこれだけの

見通しで毎年発生するという、そういう剰余金というのは毎年それぐら

い発生するのでしょうか。会計上は今回使い切っても次年度以降大変に

なることはないのですか。 

 

（業務課長） 剰余金については、今までの繰入額の推移が５ページにありますとお

り、１７億、１０億、１４億ということで発生してきております。これ

はすべて全額繰り入れるということで処理しております。 

 

（齊藤委員） 毎年そういう処理なのですね。分かりました。 

 

（池村会長） その他ございませんか。 

       ちょっと確認ですが、別紙で、先ほどご説明では、鈴木委員の質問と

関わりますが、③が目下のところ適当であると考えているのだけれど

も、しかし今後②という可能性がないわけでもないというそういう理解

をすべきなのでしょうか。 

 

（事務局長） 先ほど申し上げましたとおり、被保険者の１人あたりの医療給付費が

上がっている状況、つまりいっぱいお医者さんにかかっている状況で

す。それで負担すべき保険料が上がらないというのは理屈に合わない部

分があります。ただ、だからといって、それに応じて上げるということ

を簡単にやってしまうと、それぞれ今の状況では負担が大きいし、上げ

るのはどうかということがありまして、そこを何とか上げない方法はな

いか、例えば、剰余金はもちろんですが、財政安定化基金をお願いして

上げないことができるかできないかというところを一所懸命試算して

いるところであります。 

 

（小玉委員） 確かに、今局長がお話になったとおり、上げない方が私はいいと思い

ます。なぜかというと、今後窓口負担金が増える可能性があるというこ

と、それから、会長から話がありました消費増税が更なる増税になる可
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能性がある。それが医療費の負担の方に転嫁される可能性が十分あるわ

けです。基本的には今窓口いわゆる医療には消費税はかかってないけれ

ども、根本的な税制改正が図られれば、何らかの形で税負担が生まれる

可能性がある。そうした場合にやはり後期高齢者の負担がさらに増える

ということを考えると、今保険料率を上げることによって、また２年間

改定しないわけだから、高齢者に負担を強いることになるので、私個人

としては上げない方が適当だというふうに考えます。 

 

（鳥海委員） 私も事務局の説明を拝聴いたしまして、そういった意味では上げない

という③を採用していくのが適当だと考えております。特に８％のとこ

ろまでは何とか高齢者の方のやりくりがあって、それをフォローする。

ただ、１０％に引き上げられた時に、新たにそれを見直すべきであって、

負担を減少させておくということが一義的にはこの２年間重要になっ

てくるのではないかと思っておりますので、③の採用をお願いしたいと

思います。 

 

（池村会長） 指名をして恐縮ですが、金委員、氏家委員、山内委員、被保険者の立

場からは、どんなお考えがございますか。 

 

（氏家委員） 後期高齢の被保険者としては、１割負担、その他は現役の方と国の負

担ということで、大変心苦しい状況にはあります。今回の保険料を据え

置くという前提で考えるとすると、やはり剰余金を全部使って財政安定

化基金も使ってとなるとどうなのかなという感じはいたします。今年度

これでいったとしても、次年度以降現在の状況でいったような場合は少

し再考する必要があるのではないか。ただ年金生活者の立場から言え

ば、物価や病院の窓口負担などいろいろなものが増えると、今年度の引

き上げは非常に厳しいというのが現状であります。 

 

（山内委員） この話とちょっとかけ離れてもよろしいでしょうか。 

       私老人クラブの会員の一人として、いろいろな事業をやっているけれ

ども、県や市の出前講座では講師を招いてもお金がかからないが、なか

なか活用していない状況です。ほとんどが後期高齢者である老人クラブ

の人たちの話を聞きますと、複数の医療機関を利用している人がかなり

います。懇話会の資料の中で保健師の訪問指導とか書かれていますが、

私はそれを耳にしたことはないです。例えば、これに関した以外のこと、

認知症とかについては老人クラブの研修にはかなり取り入れられてい

ますが、ジェネリックとか複数の医療機関にかかることだとか、老人の

知識として持ってもらえるようなものを出前講座に取り入れてもらっ

て、それを活用できれば、少しでも医療費の軽減につながるのではない



8 

かと感じました。 

 

（池村会長） 後の議題とも関係しますけど、事務局の方で今の話にこの段階で対応

していただければと思います。 

 

（業務課長） 今お話しいただいた出前講座ですが、主にこちらの事務局職員が出向

いて、後期高齢者医療制度の説明をすることを、今までもやっておりま

す。そう多く利用されているわけではございませんが、申込みしていた

だいて、毎年何カ所か行っております。その中で、制度のほかに事業の

説明ができればと思いますが、活用していただければありがたいです。 

 

（事務局次長） 医療給付費の効率化につきましては、後の議題にもありますが、私ど

も保険者としてできる限り今後努めていきたいというふうに考えてお

ります。 

 

（山内委員） 一般的ですけど、ジェネリックとか、同一疾病の複数の医療機関受診

とかをあまり深刻に考えていない老人が多いです。ここのお医者さんに

も行って、あそこのお医者さんにも行って、捨てるほど薬があるという

話を耳にすることもあります。これが全部赤字につながるのであれば、

やっぱり一番大切なのは被保険者である後期高齢者が意識を変えてい

かなければ進まないと思います。ですから、私もそうですが、８０歳前

後の人になるとほとんどの人が１つでなく、２つ３つと複数のお医者さ

んにかかっている。私個人の意見ですが、主治医を通して診てもらって、

大きい病院に行かなければならないときはそれを指導してもらってと

いう感じで、高齢者に何回も話をして聞かせることが必要だと思いま

す。 

              テレビでジェネリックのＣＭを見て、私もジェネリックに変えまし

た。そうすると支払うときも安いです。ですから、老人も、お医者さん

と仲良くしていかなければいけない年齢ですので、かからなきゃいけな

いし、なるべく自己負担を少なくして、制度の方でも困らないような方

法をとるためには、老人の意識を少しずつ変えていくようないい方法が

ないものかと思いましたので、よろしくお願いします。 

 

（池村会長） 今は主として料率の問題になっていますが、それを考える前提として

の医療給付費の抑制についての重大なご示唆をいただいていますので、

個々の事業ということではなくて、トータルにそのシステムをどういう

ふうに考えたらいいかということを、さらに事務局でお考えいただけた

らと思います。 

       その他、ございませんでしょうか。 
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（鳥海委員） ちょっとジェネリックの方は外しておいて、資料では保健指導の内容

がどのようなものか分からないですが、薬局の立場とすれば、私も窓口

に立たせていただいていますが、残薬が非常に多いです。いわゆる飲み

残しの薬ですが。何で飲み残すのか、何で家の中で薬が余っていくのか

という話を詳しく聞いていくと、はっきり言うと飲んでいないんです

よ。飲んでいないということは、疾患が治らない、そのまま通院が続く、

あるいは複数受診をしていくという流れになっておりまして、残薬調査

をするというのは薬局の一つの大きな指導、調査の内容になっておりま

すし、かなりそういった意味では、家に薬が残っていますということを

聞き出すまでにものすごい時間がかかる。まさか初めてきた方に、初め

から余っていますかという問いかけをしても応えてくれる患者さんは

いらっしゃらない。ですから、かかりつけ薬局みたいに、普段世間話を

するような患者さんに対して、残ってらっしゃいますかという問いかけ

をしていけば、そういう信頼関係がなければ、家庭内の状況が、薬局の

方に情報としてもたらされないということがあります。ですから、ぜひ

老人クラブさんの中においても薬が余っている、何で余っているのか、

あるいは飲み忘れているとか、認知症の問題とかいろいろある。あるい

は介助が必要だとかもあるだろうし、それから怖いから飲まないとか、

あまり薬が多すぎて飲みきれないとか、耳を疑うような話も出てきます

ので、その辺も併せて情報提供して差し上げたらよろしいだろうと思い

ます。 

       ですから、訪問指導の内容も見直すなど、ジェネリックもあるだろう

けれども、残薬あるいはそういったものの廃棄の方法とか、例えば、が

ん患者で麻薬が残っている患者さんがいて、亡くなった後に薬剤師が処

分してくるということもある。そういうこともご考慮いただけたらと思

います。よろしくお願いいたします。 

 

（池村会長） 指導啓発の一環として、ただいまのような視点も踏まえて対処してい

ただけたらと思います。 

       その他何かございませんでしょうか。 

       それではただ今出していただいたようなご意見を踏まえて、この後の

プロセス、運営検討委員会とか正副広域連合長会議で、そういうところ

でできる限り反映させていただきたいと思います。 
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(2) 平成２６年度健康づくり訪問指導事業計画（案）について 

   資料２について業務課長が説明した。 

 

（池村会長） ただいまの説明に対しまして、ご質問、ご意見等ございましたらお

願いします。 

 

（小玉委員） この事業について、反対するものではございません。 

       ２ページの訪問拒否が１３名いたということですが、その１３名は

どうして訪問拒否をしたのでしょうね。 

 

（業務課長） 個別の理由については、手元に資料がありません。 

 

（小玉委員） 偶然にも、２４年度も１７名、２５年度も１７名ですね。そうする

と、同一人物という可能性はありますか。例えば、２４年度に訪問し

た人は２５年度に訪問しないわけではないですよね。２４年度に訪問

しても改善が見られないとか、同じようであれば、また２５年度も訪

問するということですよね。 

 

（業務課長） まったく別々の人です。 

 

（小玉委員） 例えば、２４年度に訪問した人は改善が見られなくても２５年度は

訪問しないということですか。本来は、２４年度訪問して改善がみら

れなければ、事業的には当然その後も経過的に訪問すべきでしょう。 

      数字はたまたま偶然の一致だったかもしれないけれども。 

 

（業務課長） 数字はたまたまの一致です。訪問拒否の方が同じということではあ

りません。 

 

（小玉委員） 今答えられなければ、別に後でもよろしいのですが。 

 

（事務局次長）  先生のおっしゃるとおりかと思いますが、現状私どもといたしまして

は、より多くの方にこの件でお目にかかりたいということのために、あ

えて２年続けて同じ方を選定しないということで行っております。ただ

し、基本的には、先生がおっしゃるように継続的にお目にかかって、お

話しさせていただくことが必要かと思っております。 

 

（小玉委員）  もともとこの訪問指導事業が始まる前に、相談を受けた際に、健康被

害を未然に防ぐというのが非常に大事な目的なのだろうということで、
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私は賛成した経緯があります。したがって、やはり重複受診又は重複服

薬を考えますと、そういうふうに継続的に訪問するというのは絶対に必

要だと思います。次年度にも人数を増やして大変かもしれないけれど

も、それをやることによって、末長く啓発できるのではないかという気

がします。ぜひ重ねて継続的にやっていただきたいと思います。 

       あとは、訪問拒否の個別の事例があったら教えてください。具体的に

どういう理由で拒否なさったかということですね。特別な理由はないが

拒否するということが、いわゆる医療費抑制というか効率化に対して多

大な影響を与える気はするので、その辺のことをある程度分析した方が

よろしいような気はします。 

 

（業務課長） 理由については、後ほどお示しします。 

 

（池村会長） その他いかがでしょうか。何かございませんか。 

          

（事務局長） 先ほど鳥海委員からのお話で、飲み残しのお薬についての指導、それ

についても、この訪問指導の中で実施しております。飲み残しはありま

せんかということは働きかけております。が、おっしゃるとおり、飲ま

ない結果悪くなったり、良くならなかったりして、さらにまたお医者さ

んにかかるという悪い循環が起きているというのは、ごもっともなこと

ですので、来年度はさらに、飲み残しについての指導といいますか、お

話を伺ったり、気づきのきっかけになるような指導をしてまいりたいと

考えております。 

 

（鳥海委員） よろしくお願いいたします。 

 

（池村会長） 将来的には全面的な外部委託を視野に入れているという記載がみられ

ますけれども、杞憂かもしれませんが、アウトソーシングの場合には、

詰まるところ、監督権限をどういうふうに確保しておくかということが

かなり大きな意味を、一般的にいえば持ってきますし、本事業について

いえば、特に個人情報保護という点がにわかに出ないわけではないとす

れば、視野に入れて今後ご検討ということがもちろんありうるとは思い

ますけれども、あまり安易に外部委託という形をとってしまうというの

も、この広域連合という自治体のあり方からしていかがなものかと思い

ますので、慎重にご検討いただきたいという気がいたします。 
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(3) 平成２６年度ジェネリック医薬品差額通知事業計画（案）について 

   資料３について業務課長が説明した。 

 

（池村会長） ただ今の説明について、ご質問・ご意見等お願いいたします。 

 

（鳥海委員） ジェネリックのことに関して、患者さんは医薬品の品質と効果とかそ

ういったことに対しての不安をお持ちではないというふうには言いま

せんけれども、薬局におりますと、一番効果があるのは、差額がどれく

らい出るかということをお話しすると、非常にご理解をいただけると思

っております。先発品から後発品に変えた場合には、これくらいの医療

費の軽減になりますよというお話はさせていただいております。 

       ただ、こういったものを非常に短期間の中で評価するというのは、非

常に難しいことだと思いますし、また、先発から後発に変えてほぼ不具

合の状況というのは出てはきませんけれども、中にないわけではありま

せんので、そういった意味で、時間をかけて事業を継続していくという

ことが重要であって、端的にそれで今の状況がこうだからどうのこうの

というものではないだろうと思っております。 

医師会、歯科医師会、薬剤師会でも常に後発医薬品に関しては、情報

交換をさせていただいておりますし、薬剤師会の方では、品質の確認も

適時しております。全国的なＪＧＡという日本ジェネリック製薬協会と

いうところがございます。こういったところに加盟している後発医薬品

に関しては、かなりの品質の確保というものができておりますし、そう

いったことも深い情報になっていくかとは思いますけれども、このＪＧ

Ａに加盟している後発医薬品メーカーはすべての後発医薬品メーカー

が参加しているわけではありません。ただやはりその製薬企業の中で、

自主基準というものを作りながら、品質の確保あるいは効果の確認を実

際にしておりますので、そういうことも含めて情報提供していただけた

らありがたいと思います。我々のところでも、こういったＪＧＡに加盟

して自主的な検査をしているような、あるいは、日本薬剤師会の方の品

質確保試験というのがありますけれども、そういったものにご協力いた

だいているメーカーであれば、信頼度という面でもこれは得られるもの

だろうし、そういったものを使うように推奨させていただいております

ので、ちょっと専門的な話にはなってしまいますが、そういった品質確

保を図っていく施策というバックデータを持ちながら、お話をさせてい

ただいておりますので、さらに事業の継続をしていただく、またそこに

新たな情報の付加をしていただくということが重要なことだと思って

おります。 

 

（池村会長） 事務局どうですか。 
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（業務課長） 鳥海委員からいろいろご指導ありましたので、参考にさせていただき

たいと思います。 

 

（氏家委員） ジェネリックの件については、後期高齢者だけでなく、確実に効果が

あるというか安くなることですので、積極的に継続して進めていただき

たいと思います。それと同時に、秋田県だけでなくて全国的な問題だと

思うので、他県、全国レベルでも横の連絡を強化して、全国レベルでも

もっと引き上げられるように連携を強化していただきたいと思います。 

 

（事務局次長） ただいまのご意見につきまして、ジェネリック医薬品差額通知事業は 

      まさに今年２５年度から始めた取り組みでありまして、今後息長く続け

ていきたいと思っております。それから、他の機関、全国との連携とい

うことにつきましては、これは県に県全体のジェネリック普及促進を図

るための協議会なるものができておりまして、私どもこの事業を今年か

ら始めるにあたり、昨年度からこの会議にオブザーバーとして参加をさ

せていただいております。そこで、ここにおります鳥海委員はじめ各界

の専門家の皆様のご意見を伺って、勉強しながら知識の取得に努めてい

るところであり、保険者の端くれとして、県のジェネリックの普及の一

役を担えればと考えております。 

 

（池村会長） 佐藤委員いかがですか。 

 

（佐藤委員） ジェネリック医薬品の使用の促進ということは、医療費の抑制という

ことで、国レベルで進められている取り組みですので、その中で、私ど

もとしましては、医師会の先生方とご相談をしながら、患者さんたちの

自己負担の軽減という観点も含めて、様々な啓発に向けた取り組みはし

ているところでございますので、ただ今いろいろお話がございました

が、そこら辺を私共は県の行政という立場でどこまでできるのかという

ことを、担当とも相談しながら、進めていきたいと思っております。 

 

（高橋委員） 今日の懇話会には、協会健保様は参加されておりませんが、今次長さ

んがおっしゃっていたように、県全体の問題なので、オブザーバー参加

の県主催の連絡協議会でどういうふうな話し合いがされているか私は

承知していませんが、国保、協会健保、後期高齢者医療広域連合と、い

ろいろな運動や啓発の連携が、もっと日常的なものとしてあればいいと

思います。 

       前に、協会健保さんから、ジェネリックの活用を希望しますよという

カードをもらったことがあります。保険証と同じサイズのカード的な大
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きさのものと記憶しております。そういうのが、例えば、今の３つの保

険者の方々が共同して、保険証とカードを２つ入れられるようなカード

ケースを作るでもいいと思いますよ。 

       私もそうですが、医院に行って、ジェネリックの希望カードを自ら出

すというのは非常に勇気がいるというか、保険証と一緒に持っていない

ものですから、なかなか一緒に出すという機会をとりにくい。なので、

それぞれの保険証がカード形式であれば、希望カードと診療券と保険証

をセットにしておいて、ただそれを窓口に抵抗なく出せて、意思表示が

できるようなものとかもあった方がいいと思っていましたので、いろい

ろそういった被保険者側の心理的な面も考慮したアイデアが工夫され

て出てくるといいなと思います。  

 

（小玉委員） 他の保険者全てが相談カードというものを発行していますよね。持っ

てきて相談する患者さんもいますし、確かにそういう取り組みは非常に

大事だと思いますので、後期高齢者広域連合もそのような取り組みをな

さるべきだろうと思います。 

       ただ一番大事なのは、被保険者方への啓発運動だと思います。私共反

対も賛成もしていないですけど、国が目標値を定めるということ自体が

問題なのだろうと考えています。無理やりではなく緩やかに使っていく

環境が出来上がるはずなので、急速に対応すること自体が非常に困難を

招くような気がします。ただ、ぜひカードはお作りになって、被保険者

の方々に配布することは非常に大事なことだと思います。       

 

（業務課長補佐） ジェネリックの相談カードの件ですが、当広域連合におきましても、

平成２３年度からカードは配付しております。保険証と同じサイズにし

ており、同時にケースも配布しております。 

       実は、他の保険者さんは、既存のジェネリック希望カードという形に

なっているのですが、当広域連合では、平成２２年度にこの懇話会に案

件として提案させていただきまして、希望カードではなくて、あくまで

も医師、薬剤師と相談していただくということで、相談カードという名

称に変更して交付しております。平成２３年度が初年度でしたので、全

被保険者に配布をいたしました。その後市町村の窓口で希望者に配布す

るという形をとっております。昨年１年おきまして、今年度２５年度に、

全被保険者に８月の保険証一斉更新の際に同封して配布しております。 

 

（高橋委員） 大変失礼いたしました。 

 

（業務課長補佐） もう一つカードケースについても、同じく配布しておりますし、なく

した場合には、市町村の窓口でももらえるという体制をとっておりま
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す。それに両面入れられるようになっていますので、そのように使用し

ていただいているものと思っております。 

 

（池村会長） まあなんでもかんでもジェネリックということでもないと思います

が、昨年７月発送分について、１００分の１５が切り替えされたので、

今回数値目標として１５％と設定しておられるのも、先ほどの前提とし

ては、雰囲気であるとか土壌というものが、あるいは意識というものが

醸成していかなければ、必ずしも数字が伸びたからと喜んでいる、それ

だけでよいということではないだろうと思います。普通は実績が１５％

ですと、計画ではかさ上げするものですけど、１５％に留めておられる

ということは、深謀遠慮があるのかなとわたしは見てました。小玉委員

が言われるように、基盤をまず作っていくことが重要ですね。 

       

 (3) 平成２６・２７年度医療費通知（柔道整復療養費分）事業計画（案）について  

   資料４について、業務課長から説明した。 

 

（池村会長） ご意見・ご質問等ございませんか。 

       無いようですので、この事業の２６年度事業計画については、特に意

見等なしということにさせていただきたいと思います。 

 

 

４ その他 

 

（池村会長） その他として、委員の皆様から何かありますでしょうか。 

 

（藤原委員） 実は、後期高齢者医療の被保険者に係る歯科健診ということが、新規

事業で厚生労働省から出されましたので、その説明に５分くらい時間を

いただければと思います。 

       今お配りいたしましたが、Ａ４が２枚でございます。１２月に厚生労

働省から出されまして、予算規模として全国で４億８０００万強の事業

でございます。補助先が後期高齢者医療広域連合ということですので、

この場でお配りするのがよいかと思いまして持ってまいりました。 

       虫歯あるいは歯周病の健診だけじゃなくて、口腔機能の低下や肺炎等

の疾病を予防するため、歯・歯肉の状態や口腔清掃状態等をチェックす

る歯科健診を実施することがよいのではないかということでございま

す。交付先が広域連合ということですので、広域連合の方で手を上げて

いただかないとこの事業は成り立たないことでございますので、ぜひ手

を上げていただきたいなと思っております。 

       補助に関しては、国が３分の１、残り３分の２は地方交付税措置及び
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保険料ということになっておりますので、どのくらいの規模でやるかと

いうことに関しては、いろいろ内情があろうかと思いますけど、少なく

ともゼロということではなくて、一番高齢者が多い秋田県ですので、こ

ういう事業をやっていただいて、医療費の軽減、それから健康事業の延

伸ということに役立てていただければと思ってお持ちいたしました。 

 

（池村会長） 広域連合におかれましても、これは当然承知されていることと思いま

すが、これに対する考え方、あるいはこの歯科健診について、委員の皆

様方が広域連合にお話になりたい、そういう意見がございましたら、お

願いいたします。まずは、広域連合の方からお願いします。 

 

（業務課長補佐） 歯科健診のことについて、年末に国から２６年度予算ということでお

知らせがありまして、それを受けて、各市町村に歯科健診の実施状況と

２６年度の実施予定を確認したところ、７５歳以上の後期高齢者を対象

に実施しているところは、県内では２町のみであります。２６年度予定

も同じでございます。その２町というのが、三種町と井川町です。その

他のところでも、例えば、秋田市であれば、３０歳、４０歳、５０歳、

６０歳、７０歳での希望者ということでやっているんですが、残念なが

ら、７５歳以上を対象にしてはいなかったというのがありました。実施

状況に関しては、こういう状況でした。 

       来年度の実際の国の補助を受けるという部分に関しては、国の補助基

準等まだ出てきておりませんので、そういったものを受けて、できれば

やっている２町だけでも対象にしたいなとは考えております。実際はま

だこれから検討ということになります。 

 

（藤原委員） 今成人健診と歯科健診というのがあるのですが、比べますと、節目健

診ということで、市町村によっていろいろとばらつきがございますけれ

ども、なかなか７５歳以上の高齢の方の歯科健診はやっていない。入れ

歯でなんで健診をするんだという話になるかもしれませんけれども、入

れ歯をきれいに使う、それから口を通して食べるということが、健康の

源でございますので、そういうことも指導するという意味での健診です

ので、未実施のところも、その市町村に任せきりじゃなくて、例えば、

広域連合の方でもぜひやってほしいという形でお願いしないといけな

いのではないかと私は思っているので、そのような考えで当たっていた

だきたいと思っている次第でございます。 

 

（池村会長） 広域連合としても、今の段階でどうのこうのという話にはなりにくい

のでしょうけれども、市町村の意識の把握、市町村への働きかけの可能

性というところも詰めていただければということでしょうか。 
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（事務局長） 我々も藤原委員のおっしゃるとおり、特に高齢者の方々が口腔の問題

で、例えば、飲み込む力がないとか、飲み込むのが大変だとかいうこと

で、いろいろな病気を併発しているということについては認識をしてい

るところでございます。従って、この事業の効果については、当然高い

ものだと思っておりますが、先ほど言いましたとおり、昨年１２月に来

た通知で、さあどうぞと言いましても、各市町村が実施主体でありまし

て、各市町村に広域連合の方で補助をするという仕組みになっておりま

すので、まず各市町村の認識を高めてもらうことが必要になります。で

すから、我々としては、効果がある事業だと思いますので、他にも健診

事業たくさんありますが、この歯科健診も一つの大きな項目として、周

知するなりして、働きかけていくことが大事だと考えているところでご

ざいます。 

 

（池村会長） 市町村の方で手を上げなければというところがあるでしょうから、そ

こら辺を今後広域連合としてもご検討いただくというところだと思い

ます。 

       その他なにかございますか。 

 

（氏家委員） 参考資料の２で、医療費通知実施状況というものがあります。 

       医療費のかかった先と金額を通知されておりますが、これによると秋

田県は年１２回となっている。毎月のように医療費がかかっている人か

らすると、毎月はいらないのではないか、年１回か２回くらいでいいの

ではないかという話もある。私も年１回くらいでいいかと思っておりま

したが、資料を拝見させていただいて、年１２回というのは全国でみて

も数少ないので、１２回はどうかと思いますので、ご検討願います。 

 

（業務課長） 通知の回数の件ですが、これは高額療養費の対象になった方に高額療

養費の振込のハガキを送付する際に、スペースを利用して一緒に医療費

の通知を差し上げているということで、高額療養費というのは毎月支給

がありますので、該当になった方に送っているということでありまし

て、全員に毎月差し上げているものではありません。過去には全医療費

通知について、運営検討委員会で検討しておりましたが、その時点では

まだということで、現在まだ全医療費通知までは行っておりません。 

 

（高橋委員） 先ほどの別紙資料１に関わって意見を申し上げたいと思っていたとこ

ろでした。 

       これを拝見した時に、採用が③でいいのかなと、下げられるのかとび

っくりして見て、そのあと②の剰余金の説明で、局長からできるだけ近



18 

づけていくような方向をとりたいなと、実際医療費等が上がっている中

で下げるというのは非常に難しいのではないか、コンセンサスをとるの

は難しいと、確かにそうだと思います。 

       今藤原委員がおっしゃった新規事業についても、具体に関わっていく

というのであれば、そういった面も含めたやり方をぜひお願いして、な

おかつ③でいくと、これは結局、毎年の剰余金１４億が捻出できない、

単年度はいいにしても、恒常的に剰余金を捻出していけるのか。今回下

げて、また次の２年後に大幅に上げなくてはいけないというのは、運用

的な方向としてはどうかと思いましたので、ぜひ３９，７６９円に近づ

ければ、同額かどうかは別にして、しかも常態的に剰余金も保っていけ

るような方向性でぜひお願いしたいなということで、最後、先ほどの結

論の追加ですが、個人的な意見として述べさせていただきました。 

 

（池村会長） ありがとうございます。ただいまのことも踏まえてお願いします。 

 

（業務課長補佐） 先ほど髙橋委員から保険料の説明の際に、０．０２％の効果の部分の

質問がありましたけれども、資料を持ってきましたので回答させていた

だきます。 

       訪問指導事業の分で効果として２，２００万、柔道整復療養費分の医

療費通知で５００万、ジェネリック医薬品差額通知で、６００万の効果

を見ております。それぞれの部分を医療給付費の部分１，３８０億あま

りの部分での効果として合計で０．０２％とみております。 

 

（池村会長） 以上といったところでしょうか。 

       それでは、私の進行はこれまでとさせていただき、事務局へお返しい

たします。 

        

 

５ 閉会 

   

事務局より閉会のあいさつがあり、閉会 

   


